







韓国百貨店のイノベーション － コア・フォーマットの行方 

































（１）導入期（1960 年から 79 年まで） 
















































































































































































































































店舗数        店 23 97 90 106 89 
従業者数   人 6,058 21,069 34,072 88,345 ＊28,078 
売場面積 1,000ｍ2  645 1,736 2,161 2,645 
注）「韓国商業統計表」による。＊2001 年、従業者が大幅に減少したのは、３ヶ
月以上長期欠勤者、軍服務者、派遣店員などを除外したためである。 
－ 6 － 
表２ 韓国百貨店の売上推移                     単位：兆ｳｫﾝ  ％ 

























 店舗数 95 93 124 109 95 87 90 90 93 95 － 
注）韓国チェーンストア協会『流通業体年鑑』各年、ロッテ経済研究所資料による。2005 年は推定値。 
 

















である。１人当たりＧＮＰは、61 年に 82 ㌦と最貧国の状況にあったが、77 年には 1000 ㌦を
ようやく突破した。 
 韓国社会は産業化に伴って都市化も大きく進展し、韓国の都市数および都市化率（都市に






















いった。その結果、直接売場の比率は 63 年 12％、64 年 23％、65 年 38％、66 年 50％、69
年 85％と急上昇した（Korea Retail Research Group［1999］p.66）。 
－ 7 － 
表３ 韓国の経済成長の推移 
 年平均経済成長率 年平均輸出増加率 
1950 年代 3.7％ 2.7％ 
1960 年代 8.4  38.9  
1970 年代 7.4  34.6  
1980 年代 9.3  13.9  




































（２）成長期（1980 年から 96 年まで） 
 1979 年、朴 正煕は側近により殺害され、「維新体制」（1972-79 年）は幕を下ろした。当
























（1988 年）特需など、内外需要がバランスよく回復し、実質ＧＮＰは 86－88 年まで２ケタ





た。１人当たりＧＮＰは、90 年に 5000 ㌦台を達成した。 



















ら半径 100 ㎞の首都圏は、面積が国土の 11.8％に満たないものの、全国人口の 45.5％を占め
るようになった（矢田他［1996］７頁）。 













－ 9 － 
表４ 韓国の都市化率（都市人口割合）の推移 
1970年 1980 1990 2000 2003 




1960 1970 1980 1990 2000 
519万人 879 1330 1859 2135 









新世界・ロッテ・美都波の３大百貨店が支配的地位を占めた。84 から 87 年の間に、建設会
社や不動産会社による百貨店事業への積極的参入がみられた。建設会社系ではニューコア百
貨店（1986 年）、現代百貨店（1985 年）、グランド百貨店（1986 年）、不動産会社系ではヨン
ドン百貨店（1983 年）、ヨイド百貨店（1983 年）、ユニバース百貨店（1984 年）、クリスタル
























や東亜百貨店（1972 年創設）は、80 年代以降に急成長している。また、89 年韓陽流通のソ
ウル駅での開店以来、主要鉄道駅での百貨店が増えている。駅ビル・タイプの百貨店は仁 川
インチョン




駅（1994 年）、大邱駅（2003 年）に支店をオープンしている。 












 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 
年間販売額 10億ｳｫﾝ 















 店舗数 37 42 46 55 68 74 83 96 109 124 
注）Korea Retail Research Group［1999］による。 
 
 なお、韓国百貨店協会は、1983 年 12 月に設立され、現在（2005 年２月）、次の 12 社（９
社がソウル、３社が地方）、86 店舗が加盟している。 
 
①ロッテ百貨店 22店舗 ②現代百貨店 13 ③新世界百貨店 ７ ④ギャラリア百貨店 ４ 
⑤大邱百貨店 ２ ⑥東亜百貨店 ５ ⑦ニューコア百貨店 10 ⑧ＬＧ百貨店 ３ 
⑨愛敬
エギョン













置［2003］62－4 頁）。因みに、年初１㌦＝843 ウォンだった平価は、12 月 24 日には 1,965
ウォンになり、韓国証券取引所（ＫＳＥ）の総合株価指数は、９月末の 647 から年末には 376
へと急落した。 









済は早くも 1998 年８月に底を打ち、マイナス成長だった経済成長率は、99 年にはプラス 10％
を超え、前政権で慢性的赤字に悩まされていた経常収支も黒字に転換した。１人当たりＧＮ
Ｐは 95 年に１万㌦を突破したが、98年 6,823 ㌦まで落ち込んだ。しかし 21 世紀になると再
び１万㌦台を回復し、2003 年は 12,646 ㌦、04 年は 14,162 ㌦に達している。 
 
表７ 韓国主要都市の人口推移               単位：万人 
 ソウル 釜山 大邱 仁川 大田 光州 蔚山 
2000  990 366 248 248 137 135 101 
2004 1,028 371 254 260 144 140 108 
注）韓国統計庁『人口住宅総調査報告書』等による。 
 








































































まった。95年８月から 98 年４月までで､24 企業（52 店舗）が倒産。95 年は１企業１店舗、
－ 13 － 
96 年は４企業４店舗、97 年は 14 企業 39 店舗、98 年は５企業８店舗が倒産している。地域
別にみると、ソウルが７企業、釜山市６、その他 11であり、特に釜山市では、ソウルからの







表８ 1990 年代半ばの主要百貨店の売上高   単位：10 億ウォン 
 1995 1996 1997  
ロッテ百貨店 1,845 2,215 2,241  
新世界百貨店 N.A. 1,383 1,756 Ｅマートを含む 
現代百貨店 1,121 1,363 1,568  
東亜百貨店（大邱市） 633 722 870  
ニューコア百貨店 311 413 779 1997年11月破産 
グランド百貨店 298 417 539 グランドマートを含む 
ギャラリア百貨店 N.A. 454 482  
ＬＧ百貨店 99 112 250  
美都波百貨店 549 640 225 1998年３月破産 
東洋百貨店（大田市） 152 183 190  
太和百貨店（釜山市） 181 145 126 1997年６月破産 
注）Korea Retail Research Group［1999］表１－５による。 
 
 経済危機により、1998 年は韓国百貨店にとって史上最悪の売上減少と業界再編が行われた



























































































 ただし、ディスカウント・ストア部門であるＥマートをもつ新世界百貨店は、03 年 22 年
ぶりにロッテ百貨店の売上と純利益を抜いている。因みに、売上は 5,803 億円（75％はＥマー














－ 16 － 


























































社で百貨店業界のシェアは 70％を超える市場占有率を占める状況になった。1999 年 56％、































－ 18 － 
 毎年４～５店の百貨店がオープンして売場面積が拡大しているので、オーバーフロアの状
態にあるのではないかという指摘があった。しかし百貨店の店舗数の推移で、全体の店舗数
が 1997 年 124 店をピークに、続けて減少してきた状況をみると的を射ていない。減少理由と
して、もちろん百貨店企業の倒産や店舗の閉鎖もあるが、売場面積などで劣勢な百貨店が割
引店やアウトレットなどへ業態転換するケースが多いこともあげられる。 
2003 年は 02 年に引き続いて、百貨店業界の主役を演じたのはロッテ百貨店であった。02
年に４店舗開店させたロッテ百貨店は、大邱店（２月）、美都波百貨店の明洞店をリニューア








表 10 ３大百貨店の売上高の推移とシェア        単位：億ウォン 
 1999 2000 2001 2002 2003 
ロッテ 38,307 50,759 57,894 69,177 70,565 
現代 27,346 31,984 34,928 37,886 38,361 
新世界 14,018 16,726 21,696 22,600 20,685 















表 11 ３大百貨店の店舗数の推移 
 （創業年） 1988 1990 1994 1996 1998 2000 2002 2004 
ロッテ （1979） 2 2 4 5 7 13 19 22 
現代 （1985） 2 2 3 5 9 9 11 13 
新世界 （1963） 3 3 3 4 5 7 7 7 





ン）。売上比率でみると、01 年 4.6％、02 年 4.9％、03 年 5.2％と、景気低迷にも関わらずま
すます好調であった。大手百貨店を中心にブランド戦略を一層強化したことで、百貨店別の
名品占有率は、ガレリア百貨店 26％、現代百貨店本店 21％、ロッテ百貨店本店 14％、新世
界百貨店江南店 14％、現代貿易センター店 13％、新世界百貨店本店６％、釜山パラディアが
－ 19 － 
６％に達した。ソウル特に江南地区の百貨店に名品依存傾向が強くなった。商品別では、婦



























状況で、売上は前年対比約５％マイナスで 16 兆 5,000 億ウォンの水準に止まった。７月から
1,000 名以上の事業所で週休２日制が導入されたことが契機となり、ライフサイクル提案型
販促マーケティングを実施し、レジャー用品などの売場構成を拡充したり、週末の閉店を延

































ビスを提供している。ＭＶＧを最初に実施した江南店の場合、2001 年 500 名の顧客を対象と
して「ＭＶＧマーケティング」を実施した。本店では、03・04 年に 2,000 名にＭＶＧマーケ
ティングを行った。蚕室店の 1,300 名を含めて、現在、ＭＶＧはロッテ百貨店全体で２万人
を超えている。 
 新世界百貨店本店は、年間 2,500 万ウォン以上買上げた上位１％の顧客を、ＳＶＩＰ（Super 
































表 12 各社のＶＩＰマーケティング戦略 
◎ロッテ百貨店 
自社ＶＩＰ顧客をＭＶＧと呼ぶ。ＭＶＧにな





































注）『RETAIL Magazine』2005 年２月号。 


















ヘ ウ ン デ
などに５店舗をオープンさせる予定
で、これらは殆ど大型ホテル、免税店、ディスカウント・ストア、専門店モール、映画館な































 伊勢丹が 35 年ぶりに全面改装した本店（東京・新宿）のメンズ館が、開店１周年を迎える。「男












































































































 買取仕入 委託仕入 賃貸（甲） 賃貸（乙）
1997年 14.8％ 59.1％ 14.4 ％ 11.7％ 









































                                                                                   
*1 日本経済新聞（2003 年９月 29 日）による。 
*2 主に、韓国チェーンストア協会［2003］による。 
*3 新世界百貨店 チョン・チャンヒョン営業本部営業企画チーム長による。 
*4 主に、韓国チェーンストア協会［2003］による。 
*5 主に、韓国チェーンストア協会［2004］による。 
*6 主に、『RETAIL Magazine』2005 年１月号、による。 
*7 ＣＲＭとＶＩＰマーケティングについては、主に『RETAIL Magazine』2005 年２月号と聞
き取りによる。 
*8 日経流通新聞ＭＪ（2004 年９月９日）による。 
*9 日経流通新聞ＭＪ（2004 年 11 月 22 日）による。 




主な聞き取り調査先（いずれも 2005 年 12 月、敬称略） 
①現代百貨店 営業戦略室販売促進部長 ウ・インホ／ヤン・ソンチョル 
②新世界百貨店 営業本部営業企画チーム長 チョン・チャンヒョン 
③ロッテ百貨店 経済研究所主任研究員 イ・サンゼ 
④新世界百貨店 江南店副店長 キム・フンファン 
⑤韓国産業研究院 新成長産業室副研究員 ペク・インス 
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